
【秋田県】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 秋田県

担当課名 教育庁保健体育課

電話番号 ０１８－８６０－５２０２
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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における都道府県の現状・課題

・当県の学校部活動は、少子化の影響により、部員数や部活動数の減少が進み、従来の枠

組みでの活動が難しくなっている。

・県内の中学校教員数も年々減少し、１人の教員が複数の部活動の顧問を担う状況も生じ

ており、担当する部活動の専門性が「ない」と答えた教員が半数以上いるなど、負担が課題とな

っている。 

・学校部活動の地域スポーツクラブ活動への移行に当たっては、市町村間で中学校数や生徒

数、運動施設数等の人的・物的資源に差があり、単独で移行していくことが困難な小規模町村

もあることから、進捗状況に差が生じることが懸念される。そのため、学校と地域との連携や地域

の枠を越えた広域的な連携による体制づくりを進めていくことが必要である。

・地域スポーツクラブ活動において、指導者となり得る人材が偏在しており、人材を確保すること

が難しい市町村も少なくない。そのため実施主体の立ち上げが難航している。

・地域スポーツクラブ活動の運営・維持に必要な経費や、活動場所への送迎等に係る保護者

負担の在り方についても検討が必要である。

人口 ９１３，５１４人 部活動数 １０７９部活

市区町村数 １３市９町３村 都道府県の協議会・検討会議
等の設置状況

１１市６町２村が設置済み

公立中学校数 １０５校 都道府県の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

推進計画（Ｒ５.８月策定）
ガイドライン（Ｒ６.３月策定）

公立中学校生徒数 ２０，５０４人

実証事業に参加した
市区町村数

２市１町

実証事業に参加した拠点校数
（域内の合計）

９校

地域クラブ活動に取り組んだ
部活動数（域内の合計）

１６部活

H16
33,232人

Ｒ４
21,096人

H16 H22 R元 R4

１８年間で12,136人減
全国最大のペースで少子化が進んでいる

【秋田県における公立中学校生徒数の推移】

「教育課程編成状況等に関する調査（秋田県教育委員）」を基に算出。

●生徒数の減少は部活動加入数にも影響。
（平成16年度から13,348人減少。）

子どもたちのニーズの多様化も相まって、運動部
での減少が目立つ。
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４校５部活動で休日の地域移行実施
（柔道部、水泳部、陸上競技部、男子卓球部、
男子バレーボール部）

秋田県

能代市

大館市

羽後町

能代市スポーツ協会

大館市スポーツ協会

羽後町体育協会

４校合同１部活動で休日の地域移行実施（ソフトボール）

１校７部活動で休日の地域移行実施
（通年：陸上部、柔道部、ハンドボール部、ホッケー部）
（短期：男子バスケットボール部、男子バレーボール部、卓球部）

中学校部活動地域移行推進事業連絡会
中学校部活動地域移行推進事業連絡協議会
中学校部活動地域移行推進事業検討会
令和６年度事業説明会（情報交換会）
令和５年度成果報告会
県総括コーディネーター訪問事業（県内／県外）

業務委託

２．実証内容と成果

運営体制・役割

４月

５月～６月  

６月  

７月  

８月

１０月

１２月    

１月

２月  

３月

▼事業実施体制図（都道府県と市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫首長部局（スポーツ振興課）

連絡協議会の設置・運営、推進計画及びガイドライン等に

よる方針の提示、県単位のスポーツ関係団体及び市町村ス

ポーツ担当課との連携等

⚫教育委員会（保健体育課）

連絡協議会の設置・運営、推進計画及びガイドライン等
による方針の提示、関係者への情報発信、市町村教育委

員会との連携等

県教育委員会、県スポーツ振興課の打ち合わせ（日程調整等）

ランドブレイン社との委託契約締結及びモデル地域（能代市、大館市、羽後町）との再委託契約締結

第１回中学校部活動地域移行推進事業連絡会（以下、連絡会という。）

第１回中学校部活動地域移行推進事業連絡協議会（以下、連絡協議会という。）

県総括コーディネーター訪問事業（２月までに県内５市町村訪問、県外３市訪問）

「秋田県における部活動の地域移行推進計画（Ver.1）」（令和５年８月、県教育委員会）（以下、県推進計画と

いう。）策定・公表

令和６年度事業説明会（情報交換会）、第２回連絡会

モデル地域視察

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業実務担当者研修会

第３回連絡会、令和５年度成果報告会、第２回連絡協議会

「秋田県学校部活動及び地域クラブ活動に関する総合的なガイドライン（Ver.1）」（令和６年３月、県教育委員会）

（以下、県ガイドラインという。）策定・公表

年間の事業スケジュール
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・総括コーディネーターの配置（２名：大学准教授、退職校長【前県中体連会長】）による市町村訪問、県外先進地域視察等

・県推進計画及び県ガイドラインの策定

・指導者登録システムの設置

取組事項

・市町村からの要請に応じて総括コーディネーターが訪問し、実情に応じた地

域移行の進め方についての指導・助言を行った。県教育委員会からの訪問も含

め７市町村に対して実施し、専門的な知見を踏まえた指導・助言をするこ

とで関係者の理解を深めることができた。また、県外先進地域訪問を２回実

施し、担当者との情報交換や地域クラブ活動の視察によって得られた知見や情報を事業説明会等で各市町村に周知した。

・８月に県推進計画、３月に県ガイドラインを策定し、県の方針を示すとともに各市町村の体制整備を促した。

・指導者登録システムを設置し、４月からの本格運用に向けて、各市町村の取組を広域的に支援する準備をした。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・総括コーディネーターの訪問は、市町村からの要望に応じて実施したが、形式にとらわれず、実情に応じた具体的な内容とするため、県教育委員会が事前

に市町村側と打ち合わせを実施したうえで、総括コーディネーターを派遣した。県外視察先については、様々な地域移行の形がある中、当県において応用で

きる取組を見据えて選定した。

・県推進計画及び県ガイドラインの作成に当たっては、様々な関係者からの意見を反映し、県内の全ての市町村にとって指針となる内容を目指して作成した。

・指導者登録システムの設置に当たっては、単に指導者の量の確保を目指すものではなく、指導者の偏在による地域格差を生じさせないようにするため、市

町村を越えた一定圏域での連携による環境整備を主な目的とした。

特に
工夫した
事項

【総括コーディネーター】
①有識者（大学准教授）
 主に連絡協議会の座長や報告会等の講師等を担当
②中学校教員経験者（退職校長・元中体連会長）
 主に訪問・視察、市町村間の調整等を担当

【県外先進地域視察先】
①新潟県長岡市、富山県高岡市

    ②茨城県つくば市

・総括コーディネーター、県推進計画、県ガイドライン、指導者登録システムの活用により、市町村の取組を一層推進するとともに、広域的な連携を支援して

いく。

今後の
課題と
対応方針
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・それぞれの取組において、参加者がより具体的なイメージを共有しながら協議等をでき

るようにするため、国や県による最新の情報や総括コーディネーターが市町村訪問や県外

視察で得た情報を提供した。

・成果報告会における市町村担当者による協議では、参加者が取り組みたい協議題について事前に希望調査を行い、それに応じたグループを編成して

行ったため、活発な意見交換が行われた。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

・地域移行検討会の実施

・事業説明会及び成果報告会の実施
取組事項

・地域移行検討会の実施（８月）により、年度途中におけるモデル地域の取組の進

捗状況を把握・検証し、事業の円滑な実施に向けた協議を行った。

・次年度の事業説明会の実施（１０月）により、令和５年度の取組の進捗状況や

総括コーディネーターによる県外視察の報告をするとともに、今後の実証事業の成果の

横展開に向けた県の方針を関係者に周知した。

・成果報告会の実施（２月）により、モデル地域の成果を関係者間で共有し、今後

の課題を協議することで、市町村担当者の当事者意識の醸成や関係者間のネットワー

クの構築、課題解決に向けた具体的な取組等についての検討ができた。

取組の
成果

【事業説明会及び成果報告会の参加者】
・各市町村教育委員会
（学校体育担当者及びスポーツ行政担当者等）
・県立中学校（管理職及び部活動担当者）
・県中体連
・県スポーツ振興課
・県スポーツ科学センター
・県スポーツ協会
・各教育事務所・出張所（担当者）
・県義務教育課（担当者）
・県文化振興課
・総括コーディネーター
・秋田大学生

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・現行の体制をより充実させ、実証事業で得た成果の横展開を図り、モデル地域の周辺地域にも好影響が及ぶような取組について関係団体と連携しなが

ら検討していく。

・地元大学との連携も視野に入れながら、体制の整備・充実を図っていく。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

【県内２５市町村における部活動地域移行に関する取組（R6.2.22）】

【成果報告会（R6.2.13）における市町村担当者による協議内容（抜粋）】

19

4

2

① 市町村協議会の設置

実施済み Ｒ５度内予定 未定／検討中

5

7

13

② 推進計画の策定

策定済み Ｒ５度内予定 未定／検討中
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【県連絡協議会】 【市町村訪問・講演】

【県事業説明会】 【モデル地域視察】
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

【県教育委員会及び県スポーツ振興課】

●県協議会設置
・地域移行に向けた県の連絡協議会や連絡会
を立ち上げ、県単位の関係者間の連携体制を
構築し、県内の市町村における取組の支援を行
った。

●実践研究の展開
・令和３年度の実践研究には能代市と羽後町
が取り組み、令和４年度は大館市と羽後町が、
各地域の実態に応じた地域移行の在り方につい
て実践研究を行った。
・県教育委員会が開催した情報交換会や成果
報告会において、実践研究の取組を共有したこ
とで、全市町村の関係者が地域移行に対する
当事者意識を高め、地域の課題に応じたスポー
ツ環境整備に対する理解を深めることができた。
・一方で、人材の確保、施設の整備、保護者の
費用負担等の条件整備や合意形成などに時間
を要すること、地域間の進捗に格差が生じかねな
いことが課題としてあげられた。

●県コーディネーターの配置
・国の動向を踏まえた最新の知見を基に、各モデ
ル地域の実情に応じた指導・助言を行った。

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

【県教育委員会及び県スポーツ振興課】

●実証事業の展開
・能代市、大館市、羽後町の３市町をモデル地
域とし、各地域の実態に応じた地域移行の在り
方について実証を行った。県教育委員会による
視察や総括コーディネーターによる訪問を通じて
課題の共有を図り指導助言をした。
・事業説明会及び成果報告会において、モデル
地域担当者による取組の報告や、総括コーディ
ネーターによる先進地域視察の報告及び講話、
各市町村の担当者による協議を実施した。市町
村毎に異なる実情や課題が浮き彫りとなったが、
担当者間のネットワークを構築していく点で有意
義なものとなった。

●県推進計画及び県ガイドラインの策定
・県連絡会、連絡協議会を開催し、有識者等
の意見を踏まえ、８月に県推進計画、３月に県
ガイドラインを策定した。

●指導者登録システムの設置
・今後、本システムの運用により、指導者の確保
に課題を抱える市町村を支援していく。

【県教育委員会及び県スポーツ振興課】

●実証事業モデル地域の拡充
・令和５年度実証事業に取り組んだ３市町に加え
て、秋田市、北秋田市、大仙市が取り組む意向を
表明している。令和５年度のモデル地域担当者か
ら、「地域移行は、実施することが何よりの宣伝にな
る」という意見があり、事業拡充によって一層の合意
形成が図られることを期待したい。
・一方で、性急な移行によって子どもたちの活動に
混乱をきたさないようにするとともに、市町村間で進
捗差が生じないようにするため、広域的な連携につ
いて支援していく。

●実証事業の成果を生かし、関係課所との連携を
一層充実させ、令和７年度から指導者養成研修
や休日の地域クラブ活動の計画的・段階的実施を
目指す。

県協議会設置

国の実践研究モデル地
域の選定、県コーディネ
ーターの配置・モデル地
域への指導・助言

国の実証事業モデル地域の
選定、県推進計画の策定、
県総括コーディネーターによる

広域的支援

県ガイドライン
の策定、指導
者登録システム

の設置

国の実証事業モデル
地域拡充、県立中学
校運動部活動改革
会議（仮称）設置

指導者養成研
修、地域クラブ
活動の段階的

開始
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ



【秋田県羽後町】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 秋田県羽後町

担当課名 教育委員会 学校教育・社会教育班

電話番号 0183-62-2111
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〈地域指導者の指導内容の満足度について〉

１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

【課題】

・部活動の在り方について様々な考えがある中で、地域移行を行うことについて、

学校関係者以外に趣旨や必要性を浸透させることが難しい。

・地域指導者の指導内容への満足度の高さや教職員の働き方改革の面において

メリットが大きいが、それらについて関係者に理解を得る必要がある。

・指導者が少なく、競技により偏りがある。

人口 １３４１５人 部活動数 １５部活

公立中学校数 １校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済み

公立中学校生徒数 ３１５人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

策定に向けて準備中

・専門的な指導を受けることができる。
・顧問の先生方は（平日）基礎となることを、地域
指導者は【休日）技術的なことを教えてくれる。
・顧問の先生方とは違った得るものがある。

（令和４年度 生徒対象アンケートより）

〈拠点部顧問の負担軽減について〉
・部活動従事時間：月12～15時間、年間40～50日間減

→自分の時間として利用できるようになった。

・平日も生徒主体で活動できるように、練習メニューを地域導者か
ら準備してもらったため、負担の軽減になった。

（令和４年度 拠点部顧問対象アンケートより）

【現状】

羽後町では、町内唯一の中学校である羽後中学校において令和3年度から運動部活

動の休日の地域移行に取り組み、拠点部を中心とした実施から成果と課題を明らかにし

てきた。羽後中学校には、数年前から地域の方が外部コーチとして指導に協力くださってい

る部が複数あり、それらの中から拠点部を設定し、移行への取り組みを始めた。過去２年

間の実践から、それぞれの立場においてメリットがあることが分かっている。

＜実践から見えてきた地域移行のメリット＞

生 徒：競技経験者である地域の指導者から専門的な指導を受けることができる。

地域指導者：自分が携わっている競技の競技人口を増やすことができる。

教  職 員：部活動に従事する時間が減少し、働き方改革につながる。

しかし、運営費用や指導者の確保が課題となっている。また、学校の部活動があるので

あれば移行しなくてもよいという考えも依然として多い。

【令和４年度までの状況】

【羽後町の運動部活動の状況】 羽後中学校（町内１中学校）

〈地域移行未実施〉
野球
剣道
女子バレーボール
女子バスケットボール
★水泳
★駅伝
★スキー （★は特設部）

〈令和５年度地域移行実施〉
陸上
柔道
ハンドボール
ホッケー（平日は部活動指導員として指導）
卓球
男子バレーボール
男子バスケットボール

通
年

短
期
間
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会

羽後町にはスポーツ主管課等に該当する部署がないため、教育委員

会が主担当となり、関係団体と連携し地域移行を推進している。

・羽後町体育協会への業務委託

・各団体、地域関係者への趣旨説明

・検討・運営委員会の実施

・拠点校との連絡調整

・練習場所の提供（中央公民館担当、総合体育館担当）

令和5年 4月12日 拠点校と事務局（羽後町体育協会、羽後町教育委員会）による打合せ

4月～ 拠点校、関係各競技団体における実施準備

5月～ 地域指導者と事務局（羽後町体育協会、羽後町教育委員会）による打合せ（各競技ごと）

6月30日 第１回検討・運営会議の開催（関係各者の顔合わせ、実施に向けた方針の確認）

7月～ 地域スポーツクラブ活動の活動開始（陸上、ハンドボール、柔道、ホッケー）

８月１日 町広報にて全町民に趣旨や実施状況を周知

9月～ 指導者へのアンケート実施

9月～ 地域スポーツクラブ活動（期間限定）の活動開始（卓球・男子バレーボール部）

10月24日 第２回検討・運営会議の開催（進捗状況の報告、検討事項の洗い出し等）

11月26日 「部活動の地域移行」に係る研修会の実施

令和6年 1月～ 拠点部活動関係者（生徒、保護者、指導者）、拠点校職員へのアンケートの実施

2月8日 第３回検討・運営会議の開催（成果報告、次年度に向けた検討）

【羽後町教育委員会】
学校教育班

中央公民館 総合体育館
学校教育班担当

【羽後町体育協会】

【羽後中学校】

活動場所の提供

業務委託

連携

指導者派遣
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 １校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 陸上、柔道、ハンドボール、ホッケー、男子卓球、男子バレーボール、男子バスケットボール

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

７部活

拠点校名 羽後中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

７部活

地域クラブ活動で実施
した種目

陸上、柔道、ハンドボール、ホッケー、男子卓球
（男子バレーボール、男子バスケットボール）

運営主体名 羽後町体育協会

運営類型 地域スポーツ団体等運営型（体育・スポーツ協
会運営型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

各部とも４回程度

指導者の主な属性 羽後町体育協会各単協会員

活動場所 羽後中学校及び町内の公共施設
（廃校後の体育館含む）

主な移動手段 徒歩、自転車、保護者の送迎

１人あたりの参加会費等
（年額）

800円（保険料のみ）

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年

指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

※イメージ図

主な取組例
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令和４年度の検討・運営委員は拠点部に関わる単協代表のみだった。

今年度は、現段階で地域移行していない競技、また、中学校に部活動

がない競技の単協代表も委員として委嘱し、それぞれの立場からの意見

を出し合えるようにした。また、学校代表は校長とＰＴＡ会長、部活動

担当主任のみとし、より、地域に軸足を置いた組織とした。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

取組事項

地域部活動検討・運営委員会を各単協代表で更生したことにより、現

段階で地域移行を実施している団体の成果や課題から、まだ実施してい

ない団体が自団体での実施の見通しをもつことができた。また、会議では学

校の現状や要望を確認しながら、体育協会が主体となり今後の地域移行

について協議することができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

次年度も委員の構成を今年度同様に地域が主体とし、地域移行に向けたそれぞれの単協の取組について協議する。各競技において地域移

行に向けた課題が異なることから、それぞれの現状に合った方策を協議し、段階的に実施できるようにする。また、中学校に部がない競技も含め、

今後、地域における子どもたちのスポーツ環境を保障するためにそれぞれの単協ができることを探っていく。

今後の
課題と
対応方針

運営団体・実施主体の運営体制の整備や人材の確保により、持続可能な組織体制を構築する。

有識者（元中学校長）
体育協会長 体育協会事務局 柔道連盟会長
ハンドボール協会長 バスケットボール協会長
中学校長 中学校教頭 部活動担当主任
地域移行実施各部顧問 中学校ＰＴＡ会長
教育委員会教育長 教育委員会担当

有識者（元中学校長）
体育協会長 体育協会事務局
各単協会長（野球、バスケットボール、卓球、陸上、柔道
バドミントン、バレーボール、剣道、ハンドボール、
ホッケー、テニス）
中学校長 中学校PTA会長 部活動担当主任
地域移行実施各部顧問
教育委員会教育長 教育委員会担当

【令和４年度 検討・運営委員】

【令和５年度 検討・運営委員】
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地域指導者は、それぞれ立場が異なるため、連携の方法を一律にする

ことで負担感が増すことも考えられる。そのため、連携の方法については各

競技に任せた。主な連携の方法は次のとおりである。

・地域指導者が平日の練習にも参加し状況を共有。

・ＬＩＮＥやメール等を活用し情報を共有。

・シート等を活用し情報を共有。

・地域指導者の代表が学校と連絡を取り、他の指導者に伝達する。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

平日と休日の指導者間、学校と運営団体・実施主体間において、効率的・効果的な連携方策を構築する。取組事項

地域指導者と学校の顧問が日常的に情報を共有し、同じ方針・内容

で指導に当たっているため、生徒は平日・休日の違いなく安心して活動で

きている。地域指導者の専門的な指導はもちろん、個々の生徒の状況を

理解して指導している状況も満足度の高さにつながっている。また、指導

者個人と学校ではなく、競技団体として学校と連携を取ることで、今年度

から新たに参加した地域指導者も、趣旨を理解しながら指導に当たること

ができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後も地域移行の範囲を広げると、新たな指導者が増えることとなる。事前の説明等で趣旨を理解していただいた上で実施していくことが必要で

あると考える。また、現段階で外部コーチ等の地域の関わりが無い競技からは、中学生への指導の在り方を知るために、学校との連携期間を経

た上で移行できないかという要望がある。各競技の状況に応じて、学校との連携期間を段階的に設けながら移行を進めていく。

今後の
課題と
対応方針

【地域指導者の指導方針や指導内容の満足度について】

（令和５年度 生徒、保護者対象アンケートより）

○技術的なことを教えてもらえる。
○コーチが多く、分からないところを教えてくれて達成感がある。
○トレーニングだけでなく、技術的なことを教えてもらえる。
○自分に合ったメニューを考えてくれる。
○礼儀なども教えてもらえる。
※「満足していない」という回答の理由は、「そもそも、競技に対して意
欲がもてない」「満足なときと満足しないときがある」というもの。
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年度当初に登録した指導者数を基に事業計画を立てているが、年度

途中の登録も認めた。ボランティアでの協力も奨励し、部活動に関わる

方を増やした。

研修の計画については教育委員会担当が行うが、関係者への周知に

ついては体育協会各競技団体に依頼し、幅広い参加を呼び掛けても

らった。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

羽後町体育協会と、指導者の派遣及び研修の実施などについて連携する。取組事項

体育協会所属の各競技団体が今後の地域移行継続に向け、指導

者を複数配置したことにより、個々の負担感が軽減された。登録指導

者の他に配置されたボランティアは、登録指導者とともに活動する中で、

地域部活動の概要を知り、今後の協力に見通しを持つことができた。

県のコーディネーター派遣事業を活用して研修会を実施したことにより、

部活動の地域移行において国や県の目指す方向性を確認することがで

きた。体育協会からの呼び掛けにより、これまで地域移行に係る研修会

に参加していない方々も参加することができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

地域部活動を持続可能なものとするためには、指導者の確保が必須となる。今年度指導者を複数配置した拠点部を好事例とし、他競技団

体にも指導者確保を呼び掛けていく。

研修会の実施に当たっては、多くの指導者及び関係者に参加を呼び掛けたが、都合が付かず参加者は１５名にとどまった。関係者は様々な

立場の方々のため、全員が参加できる日程調整は難しい。紙面での情報共有等、開催方法を工夫する。

今後の
課題と
対応方針

○柔道（３名）・５０代 男性（令和３年度から継続）
 ・３０代 男性（令和３年度から継続）

                 ・４０代 男性（令和５年度新規）
○ハンドボール（３名 ※ボランティア１名）

         ・３０代 男性（令和３年度から継続）
         ・２０代 男性（令和５年度新規）
         ・２０代 女性（令和５年度新規ボランティア）
○卓球（２名 ※ボランティア１名）
         ・５０代 男性（令和５年度新規）
         ・５０代 男性（令和５年度新規ボランティア）

【令和５年度 地域指導者配置複数配置の状況】

【令和５年度 研修会等の実施状況】

羽後町部活動地域移行研修会（令和５年１１月２６日）

・県総括コーディネーターを講師として実施
参加対象者：地域運動部活動指導者 検討・運営委員

 体育協会関係者 羽後中学校職員
 その他 関心のある者
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昨年度の実践から、指導者の負担が課題として挙げられていた。そこで、

すぐに通年の形で実施するのではなく、短期間で実施する拠点部を設けた。

また、年度当初に指導者と協議の上実施時期を決め、生徒も顧問教諭も

見通しをもつことができるようにした。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

・期間を限定して短期間で実施する拠点部活動を設定し、地域移行に向けた段階的な取組を検証する。
・拠点部活動の一つをモデル団体とし、近隣の自治体との連携による広域的な取組を行う体制づくりを行う。取組事項

短期間の実践について、地域指導者からは負担が軽減されたとの声が聞

かれた。短期間の拠点部は活動回数を１０回程度と予定していたが、短

期間の活動の中で手応えをつかみ、活動回数を増やした競技もある。実際

には連携にとどまってしまった競技もあったが、地域指導者が中学生への指

導の在り方を経験する機会となったことは、次年度につながっていくと考える。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後も短期間の拠点部を設定しながら、実施する競技を増やしていく予定である。しかし、各競技において状況が違うため、それぞれの状況に

応じた段階的な対応が必要になると考える。現段階で、地域の協力者がいない競技に関しては、まず、中学校の部活動の活動内容を知るとこ

ろから始めたいという要望があるため、学校の顧問と連携する期間を設定するなどしながら、段階的に移行していく。

広域的な取組については、年度当初、部員数の減少により他地区との合同チームを組む必要があると見込んでいた競技で進める予定だった。

しかし、新入部員が予想以上にいたことや、近隣に合同チームを組める団体がなかったことから、今年度は実施する必要が無かった。拠点校であ

る羽後中学校は、これまで、全員部活動加入制を基本としてきたが、令和６年度から部活動加入を任意とすることとしている。部員数の減少が

見込まれる競技もあるため、今後、広域的な取組の必要が見込まれる。他市との連携を図りながら進めていく。

今後の
課題と
対応方針

陸上部 柔道部 ハンドボール部

柔道部 ハンドボール部 男子バスケットボール部  

＜通年＞
陸上部 柔道部 ハンドボール部 ホッケー部
＜短期間＞
卓球部（男子バレーボール部 男子バスケットボール部）

【令和３年度拠点部】

【令和４年度拠点部】

【令和５年度拠点部】
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各部の指導者、また、各単協代表に世代間交流の積極的な実施を呼び

掛け、年度末にその検証をアンケートにより行うことを通知した。
特に

工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

小学生や高校生、一般団体と一緒に練習を行う場を設定し、世代間交流に取り組む。取組事項

スポーツ少年団や一般団体は地域がベースとなっており、地域指導者として

は連携がとりやすかったようである。各団体の指導者が協力して指導に当たるこ

とは、それぞれの指導者の負担軽減につながっていた。また、生徒は異年齢の

交流を通して、スポーツの楽しさを感じることができていた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

一般団体との合同練習を行う場合、活動の時間帯が中学生と合わない状況も見られた。部活動のガイドラインを遵守しながら、世代間交流

を行うためには、一般団体の理解が必要となる。また、大会や練習試合等があるため、常時一緒に活動することは難しいが、それぞれの団体の

年間計画に世代間交流を位置付け、実施していくことを呼び掛けていく。

今後の
課題と
対応方針

【世代間交流】
・スポ少、高校生、一般団体との合同練習

＜生徒＞
・いろんな人と交流が深まる。
・先輩たちがやさしく教えてくれて楽しい。
・部員が少ないから、多い人数で活動できてよい。
・先輩たちのプレイを見て学べる。

＜地域指導者＞
・専門種目をとおして、年代や地域を越えて交流し
ている。
・小学生と中学生、中学生と高校生が同じ場所で
複数の指導者の下で練習することは、技術習得
の面でも専門的であり効果的。

（令和５年度 生徒、保護者対象アンケートより）
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地域スポーツクラブ活動でも、他団体と同様に町の施設を活用できるよう既存のシ

ステムを適用した。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

・地域スポーツクラブ活動の練習会場である町の施設について、会場の使用計画や利用料の減免措置を優先的に行い、参

加費用負担の支援を行う。

・練習会場までの移動手段について、スクールバスの活用に係る条件を整備し、保護者の費用負担軽減を図る。

取組事項

学校外の施設を活用したことで、練習会場が確保された。全て町が管理する施設

のため、減免措置を行い、使用料は無料である。また、施設の設備・備品の使用も

可能であるため、備品の運搬等の負担が軽減されている。
取組の
成果

【活動場所の提供について】

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

廃校になった学校の体育館が練習場所として活用されているが、今後、改修の予定は無く、老朽化への対応については難しい状況である。現

状の設備について安全管理に努め、活動環境を保障していく。

練習会場までの移動についてスクールバスの活用を検討したが、学区が広域であること、練習会場が複数あり、また日によって異なること等の理

由から、対応が困難であると判断した。他地区の団体と合同チームを組む場合の活用も考えたが、今年度は該当する競技がなかったため、実施

していない。

今後の
課題と
対応方針

羽後中
旧三輪中

三輪ドーム

旧明通小

羽後アリーナ

旧元西小

多目的
運動広場
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地域部活動に限らず、様々な団体が学校施設を活用しているため、既存の

規則を摘要することとした。

地域移行に係るアンケートに会場利用に関する項目を入れ、学校施設・設

備・備品の使用についての課題や要望を明らかにした。

特に
工夫した
事項

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

学校施設・設備・備品の使用に関するルールを策定する。取組事項

既存の学校開放に係る規則を地域部活動にも適用することで、学校施設の

活用について、他団体との公平性が保たれている。今年度は新たなルールの策

定には及ばないと判断した。

アンケートの結果、たくさんの要望が寄せられた。また、課題も明らかになった。

予算的な問題等で応えられない要望も多いが、中には学校との連絡調整に

よってすぐに対応できるものもあり、改善につながった。

取組の
成果

グラフ等データ
※出典も要記載

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今年度は既存の規則を適用し、特に大きな問題は見られなかった。しかし、今後、全部活動の地域移行や部活動以外の地域スポーツの場の

充実が進んでいくと、新たな問題が生じることも考えられる。次年度も活用状況の情報を収集し、規則の内容の妥当性について検討し、必要な

項目については改善を進めていく。

今後の
課題と
対応方針

（抜粋）



12

２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【町広報に掲載し町民へ周知】 【各種会議等で活用した説明資料（抜粋）】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【第2回検討・運営会議資料（抜粋）】 【羽後町部活動地域移行研修会要項】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【アンケート結果 （抜粋）】 【第3回検討・運営会議録（抜粋）】

図、グラフ、文章での説明等
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【ホッケー部 実践形式の練習】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【卓球部 指導者による示範指導】

【ハンドボール部 小学生との合同練習】 【羽後町部活動地域移行研修会】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

＜講師＞
県総括コーディネーター
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

協議会設置、検討開始受け皿団体

や指導者の選定
運営体制の見直し 地域移行の拡大（幅広い周知、実施拠点部増）

【教育委員会】

・拠点校の職員、生徒、保護者への趣

旨の説明

・羽後町スポーツ協会に業務を委託

・検討・運営委員会の設置及び開催

（年３回）

・指導者研修会の開催

【羽後町スポーツ協会】

・３拠点部で地域移行を実施

陸上、ハンドボール、柔道

＜課題＞

・コロナ禍により、部活動自体が制限さ

れたため、実施回数は予定よりも少な

く、十分な実践ができなかった。

・運営主体をスポーツ協会としたが、実

際に指導者を派遣するのは各競技団

体のため、体育協会主体とする方がよ

いのではないか。

令和３年 令和４年 令和５年

【教育委員会】

・羽後町体育協会に業務を委託

・検討・運営委員会の開催（年３回）

・指導者研修会の開催

【羽後町体育協会】

・指導者の派遣

・３拠点部で地域移行を実施

ハンドボール、柔道、男子バスケット

ボール

＜課題＞

・ハンドボールと柔道は前年度の実績を

生かし、活動が充実したが、男子バス

ケットボールは、予定していた指導者の

都合により、活動がわずかしかできな

かった。地域指導者個人に任せるのは

負担が大きい。複数で指導に当たる体

制づくりが必要である。まずは部活動に

関わる地域の方を増やす必要がある。

【羽後町教育委員会】

・羽後町体育協会に業務を委託

・町広報を活用し、町民に周知

・関係団体等の会議で地域移行の趣旨を説明

（体育協会総会、スポ少役員会、学校運営協議会 等）

・体育協会中心の検討・運営委員会を構築

・検討・運営委員会の実施（年３回）

・地域移行研修会の開催（県コーディネーター派遣事業を活用）

【羽後町体育協会】

・指導者の派遣

・通年４拠点部と短期間３拠点部で地域移行を実施

通 年 陸上、ハンドボール、柔道、ホッケー

短期間  卓球、（男子バレーボール、男子バスケットボール）

＜課題＞

・全部活動の移行を目指しているが、各部の状況、各競技団体の状

況が異なる。まずは学校と連携の期間を設定し、中学生への指導の

在り方について地域指導者が学ぶ場も必要である。それぞれの競技

の状況に応じた段階的な移行を行っていく。

・運営体制を見直す。
・継続する競技は実施回数を増やす。
・新たな競技について移行を行う。

・指導者の確保に向け、協力者を募り
地域が関わる部活動の体制を構築
する。

・地域移行のメリットについて理解を得られるよう、より幅広い
周知を行う。
・各競技の状況に応じ、段階的な移行を進める。
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

令和５年度 令和６年度 令和７年度

羽後町体育協会 ・指導者の派遣 ・地域部活動の運営 ・部活動以外のスポーツ環境の整備

羽後町教育委員会 ・関係者への周知 ・検討・運営会議の開催 ・研修会の開催 ・他地域との連携に向けた協議

他地域との連携

スポ少・高校・一般団体との連携

陸上 ハンドボール
ホッケー 柔道

野球 剣道 女子バレーボール
女子バスケットボール 駅伝 水泳 スキー

卓球 男子バレーボール
男子バスケットボール

吹奏楽 盆踊り

総合文化（家庭・美術）※休日の活動なし

休
日
の
全
部
活
動
の
地
域
移
行

【地域のスポーツ環境】
協会主催練習会・交流会の開催

バドミントン 等

【学校部活動】

〈地域移行〉

〈連携→地域移行〉

〈連携〉

拡大



【秋田県大館市】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 秋田県大館市

担当課名 学校教育課

電話番号 0186-43-7112
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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

本市の中学校生徒数は年々減少傾向にある。学級数の減少にともない教職員定数は

減少し、学校現場においては従来の枠組みでの部活動運営は難しくなっている。 このよう

な状況のなか、単独校による活動が困難となる学校が増え、部活動の統合や廃部の他、

種目によっては、合同チームによる大会参加が増えているのが実情である。また、１人の教

員が複数の部活動の顧問を担当する状況も生じ、教職員の負担も大きな課題となってい

る。教職員の中には、自らが競技したり、指導したりといった経験のない種目を担当する場

合もあり、指導に不安を抱えている教職員がいるとともに、専門的な技術指導を受けられな

い生徒がいることは、大きな課題の一つである。このような状況を踏まえて、地域人材を活用

し、外部指導者及び、部活動指導員を導入している学校も複数ある。

地域のスポーツ活動としては、大館市スポーツ協会に所属するスポーツ少年団や各種競

技団体の他、総合型地域スポーツクラブやその他の地域スポーツクラブもあり、これらの団体

に所属し活動している生徒も多い。ただ、活動場所によっては在籍中学校区を越える場合

もあり、移動手段の確保や活動費等、一定の保護者負担が生じ、家庭事情によっては参

加困難なケースも考えられる。

人口 67490人 部活動数 ６１部活

公立中学校数 ８校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

設置済

公立中学校生徒数 1395人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

R5年度末策定予定

「学校基本調査」より
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

４月 市スポーツ協会との業務委託に関する打ち合わせ

５月 休日の地域部活動に関する希望調査

６月 各校及びスポーツ関係団体へのヒアリング開始

７月 指導者及び休日の運動部活動実施校決定

実施準備

８月 指導者研修会

10月 関係者・関係団体との情報交換会

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（学校教育課）

・学校と指導者のマッチング

・指導者研修会の実施

・関係者による連絡協議会の設置

・推進計画の策定

（市スポーツ協会への委託内容）

・各種会議開催（情報交換会等）

・指導者への報酬等の支払い業務

・各校、各種競技団体へのヒアリング（情報収集）

１月 連絡協議会開催

学校職員・生徒・保護者等へのアンケート調査

２月 連絡協議会開催

３月 連絡協議会開催（推進計画完成）
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・校長会等を通じて、各校へ部活動の地域移行に向けた動きについて周知を図る。

・一部業務を市スポーツ協会へ委託し、専門性を発揮しながら、各競技団体との連絡調整や情報収集を図る。

・コーディネーターを配置することで、各校が抱える課題や意向を把握し、推進計画作成の素案作りを進める。

 また、必要に応じて適宜助言する。

取組事項

・一部業務を市スポーツ協会へ委託したことにより、各競技団体及び関係者とのスムーズな連携が可能となった。

・コーディネーターを配置したことで、各校及び関係者等から情報収集がなされ、学校や各競技団体等が抱える課題や今後の見通し等について、

情報を収集したり、必要に応じて助言等をすることができた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・学校現場の思いを救い上げるため、コーディネーターによる学校訪問を行った。

・昨年度に引き続き、関係者による情報交換会を実施した。今年度新たに市内の企業の代表者を加え、市民の生涯スポーツ環境の整備とい

うより大きな視点からも意見交流することができた。

特に
工夫した
事項

・実態把握のための情報交換はある程度進んだが、今後は市としての方向性を定めていく必要がある。そのためには、得られた情報をもとに、推

進計画のもととなる素案を示すことで、より具体的な検討段階へと進めていく。

・各競技団体ごとの今ある制度や運営体制を生かしながら、無理のない移行方針について検討する。

・部活動の地域移行に向けた動きについては、広く市民への周知を図り、理解と協力を得られるような基盤づくりを進める。

・今後は、中体連主催大会への出場に伴う問い合わせ等が増えることが想定されるため、担当部署を整備し、事務手続き等円滑に進められる

ようにする。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ．指導者の質の保証・量の確保

・すでに外部指導者として部活動にかかわっている指導者から、指導者としての協力を得られるようにする。

・コーディネーターを活用し、学校の要望に応じて指導者を配置する体制を整える。

・責任の所在を明らかにし、国が定めるガイドラインに沿った適切な指導ができるよう研修を実施する。

取組事項

・日頃から指導にあたっている外部指導者をそのまま休日の指導者として配置することにより、学校部活動と休日の活動の練習理念や練習方

法、チームづくりや指導観の一貫性等が保たれ、生徒も安心して活動することができた。

・各校が定める運動部活動運営方針に沿った健全なスポーツ活動を実現することができた。

・地域での活動にすることで、生徒の主体性がより発揮されたとともに、部活動顧問の負担軽減も図られた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・地域の指導者の大まかな実態（人数や指導可能な種目等）についての把握ができていないため、各校のニーズに合った配置ができなかった

面がある。指導者の勤務条件を整え、広く募ることで、地域移行に向けた取り組みの周知を図るとともに、指導者の確保に努めていく。

・指導者の確保については、兼職兼業での指導を望む教職員の協力を得る他、市内のスポーツ関係団体と連携を強化し、各団体の活動への

中学生の受入や、学校部活動を母体とする地域クラブへの指導者の派遣等についての協力を仰ぐ。

・指導者資格やライセンス等の取得に関する支援の在り方について検討する。

・生徒を取り巻くスポーツ環境の状況についての理解を図るとともに、部活動の地域移行のねらいを示すことで、指導者としての役割を明確にす

る。また、研修体制を整えることで、指導者の質的向上を図るとともに、健全なスポーツ活動が展開できるようにする。

今後の
課題と
対応方針

・活動に際しての責任の所在の他、緊急時の連絡体制の確認や生徒の個人情報の取扱い等については、研修会のなかで確認した。

・学校部活動と休日の地域クラブ活動と区別することにより、日ごろの練習内容や指導方法の違い等から、生徒が混乱せず、安心して活動に

集中できるよう配慮した。（指導者間の連携）
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ．関係団体・分野との連携強化

取組事項

・情報交換会では、それぞれの立場から各団体の実態や今後の方向性について意見交流を行い、市のスポーツ環境の実態について大まかに把

握することができた。各種目ごとに抱える課題に違いがあり、それぞれの違いに沿った移行の方法を模索していく必要があることを確認できた。

・いくつかの競技団体においては、休日に複数校の中学生を対象とした合同練習会を開催するなどの新たな取組も見られた。

・市スポーツ協会を要として、教育委員会と関係団体との連携体制が少しずつ整備されてきた。（情報収集や、アンケート調査の実施等）

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・生徒を取り巻くスポーツ環境の状況についての理解を図るとともに、部活動の地域移行のねらいを示すことで、指導者としての役割を明確にす

る。また、研修体制を整えることで、指導者の質的向上を図るとともに、健全なスポーツ活動が展開できるようにする。

・市内のスポーツ関係団体と連携を強化し、生徒の受入や指導者の派遣等について、検討を進めてもらう。

・生徒、保護者及び各地域クラブの意向を踏まえ、練習場所の確保に努める。

・保護者負担の軽減策について検討する。（活動費や移動手段等）

今後の
課題と
対応方針

・情報交換会の開催にあたっては、関係者それぞれの立場や思いを参加者で共有する場を設けることで、互いの立場を理解した協議が進めら

れるよう配慮した。

・市スポーツ協会においては、関係者及び関係団体との間で、地域移行に関する情報交換を随時行い、地域移行に向けた意識の醸成を図る

ようにした。

・将来的な活動単位団体の統合等を見通した、段階的な編制計画を検討する。その際、生徒数の推移等、正しい実態把握をもとに各校校

長をはじめ、関係団体と情報を共有しながら進める。また、学校の立地場所等を考慮した編制となるよう検討する。

・各競技団体や地域クラブについては、募集範囲の拡大等を検討し、中学生が参加しやすい環境づくりに努める。

・市スポーツ協会を要として、各校及びスポーツ関係団体との情報共有、連絡調整を行う。

・情報交換会を開催し、国の動向について共有し、市としての方向性について意見交流を行う。

・企業との連携強化を図る。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ．面的・広域的な取り組み

取組事項

・今後のチーム編成については、学校現場の意向を伺いながら、市内８校を大きく二つのグループに分けてチーム編成を進めていくなど、大まかな

プランについてまとめることができた。

・中学生、小・中学生の保護者、教職員を対象とした意識調査を行うことで、部活動の地域移行に関する動きについて周知を図るとともに、関

係者の考えについて把握することができた。回収率が５割程度だったため、調査方法については今後工夫が必要である。

調査の結果では、休日の地域部活動に参加させたくないという保護者は小学校保護者で22.3%、中学校保護者で13.2％を占め、その理

由として「送迎が負担である。」が両校種で最も割合が高かった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

・学校部活動の地域移行を進めるためには、指導者確保という意味からも、地域の実態やその必要性について広く周知する必要がある。ホーム

ページや広報等も活用しながら、さらに進めていきたい。

・チーム編成については、各校のニーズや競技の特性等に配慮し、関係者の理解と協力を得ながら、段階的に進めていく必要がある。

・保護者が不安を抱えている「生徒の送迎」については、活動場所の選定やスクールバスの活用、企業の協力等、できるだけ保護者負担を少な

くできるようにその対応について検討する必要がある。

・合同チームの編成については、他市町村とも連携しながら、これまでの取組の経緯を尊重した移行の形を実現できるよう、十分に配慮する。

今後の
課題と
対応方針

・関係者への意識調査を実施することで、実態把握のみならず、地域移行に向けた動きについて周知することを意識した。

・インターネットを利用した調査を実施することで、手軽に回答・集計できるようにした。

・関係者による情報交換会や、連絡協議会での協議を通して、学校の立地場所と生徒数の推移から、今後の合同チームの在り方を含めた地

域移行の計画を立案する。

・地域や保護者に対して、地域移行に向けた取り組みについて広く周知を図る。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ．学校施設の活用等

・将来的な活動単位団体の統合等を見通した、段階的な編制計画を検討する。その際、生徒数の推移等、正しい実態把握をもとに各校校

長をはじめ、関係団体と情報を共有しながら進める。また、学校の立地場所等を考慮した編制となるよう検討する。

・各競技団体や地域クラブについては、募集範囲の拡大等を検討し、中学生が参加しやすい環境づくりに努める。

取組事項

・今年度、拠点校として活動した４校５部活動については、すべて学校部活動のスタイルを崩さない形での実践となったため、使用する用具等

の移動負担はなかった。

・学校部活動と同じ環境で実践したため、スムーズな活動が実践された。しかしその一方で、地域移行した際、使用する用具の購入や修理等

については、学校部活動とどのような関係性（費用負担）の中で実施していったらよいか、という新たな課題も見えてきた。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・今年度については、段階的な移行措置として、学校部活動が実施されている時間帯に合わせた活動としたため、開錠や施錠等の問題はな

かった。（今後は、学校職員の手を借りず、地域の活動として施設利用ができる体制づくりを進めていく必要がある。）

特に
工夫した
事項

・学校によっては、独立した施錠管理ができない場所での利用も考えられるため、必要に応じて改修工事も必要となる。

・活動に使用する用具、備品については学校のものを利用しての活動となったが、今後どのような形で進めていくか、施設管理者および用具所有

者等と使用者との間での合意形成が必要となる。

・利用団体の活動場所や時間等を管理し、複数団体の利用調整をするための担当部局が必要と思われる。

・学校施設の利用については、利用箇所や使用するもの（水道代、電気代等はどうするか）等に関する利用ルールを定め、適切な利用がなさ

れるようにする。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

参考資料（活動写真）

【第一中学校 柔道部の活動の様子】 【東中学校 男子卓球部の活動の様子】

【県北地区スポーツ協会連絡協議会研修会の様子】 【大館市 関係者による情報交換会の様子】
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

情報交換会

検討開始

情報交換会実施

協議会設置
生徒、保護者への周知

休日の活動の

段階的な移行

地域クラブ

活動拡大

●情報交換会の実施

※実施主体は教育委員会

（メンバー）

 校長会、市PTA連絡協議会、

市スポーツ協会、市スポ少、市

総合型地域スポーツクラブ、中

体連、スポーツ振興課、学校

教育課の代表者

（主な内容）

・部活動の地域移行に向けた国

の動向と市の実態についての情

報共有

・部活動の地域移行に向けた市

の方向性についての意見交換

・中体連主催の大会参加につい

ての情報共有

それぞれの立場の思いについて

情報交換がなされ、以降の方向

性を探るうえで有意義であった。

令和４年 令和５年 令和６年 令和７年

●協議会の設置

※実施主体は教育委員会

（メンバー）

 校長会、市PTA連絡協議会、

市スポーツ協会、市スポ少、

市総合型地域スポーツクラブ、

中体連、市商工会議所、ス

ポーツ振興課、学校教育課

の代表者

（主な内容）

・情報交換

・推進計画策定に向けた協議

等

●生徒・保護者・教師等を対象

とした意識調査の実施

意識調査を実施したことにより、

実態把握の他、取組みの周知

も図られた。

●推進計画策定と周知

・関係機関、団体に送付すると

ともに、ホームページ等で公表

し、広く周知を図る。（学校

教育課）

●近接校と合同チームの編成

・学校の枠を超えて、他校を母

体とする競技クラブへの参加

を進める。（コーディネーター、

校長等）

●指導者報酬や大会参加に関

する予算計画（学校教育課、

スポーツ振興課）

●指導者の公募（学校教育

課）

●休日の運動部活動について、

段階的な移行開始（各校、

親の会等）
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

大館市・大館市教育委員会 部活動改革スケジュール（案）

2022年度（R4） 2023年度（R5） 2024年度（R6） 2025年度（R7） R8以降

・大館市
　教育委員会
 （学校教育課）

・各競技団体
・スポ少
・総合型地域
　スポーツクラブ

　

・民間
・企業

平日の運動部活動は現状どおり継続し、休日の部活動を見直す

土日の部活動は段階的に地域の活動へ移行

休日部活動の地域移行 準備期間

・学校及び生徒・保護者への周知

・部活動実施日は運動部活動の顧問に指導を依頼

・外部指導者の活用

・地域移行に向けた細かな見通しの共有

（各競技団体ごとの協議）

・指導者の公募

既存の組織を生かしたバックアップ

休

日

運

動

部

活

動

の

段

階

的

地

域

移

行

国事業を活用した

検証事業

・４校４部活動で

休日運動部活動実施

・関係者間の情報交換会

・推進計画策定に向けた協議

活動団体への指導者派遣／新規地域クラブ立ち上げ

国事業を活用した

実証事業

・４校５部活動で

休日運動部活動実施

・市スポーツ協会へ

業務委託

・推進計画策定

休日部活動の受け皿としての組織整備

・加入者の募集範囲拡大 ・合同練習会の開催 ・活動団体への指導者派遣

・関係者による情報交換

連絡協議会



【秋田県能代市】
令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業
（運動部活動の地域移行に向けた実証事業）

自治体名 秋田県能代市

担当課名 教育部 生涯学習・スポーツ振興課

電話番号 0185-73-3221



2

１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

団体等に所属する子どもが増加しているなど、子どもたちを取り巻く環境の変化やニーズの多様化が見られます。少子高齢化や情報化の急速な進展など、

子どもたちを取り巻く環境が大きく変化する中、ＩＣＴ教育への対応、いじめ・不登校への対応、新型コロナウイルスをはじめとする感染症への対応など、教

職員が取り組まなければならない課題も多様化・複雑化しており、教職員の厳しい勤務実態が社会問題化しています。

市教育委員会の調査では、月当たり時間外在校等時間が45時間を超えた割合は、小学校と比較して中学校が高く、その中でも中学校での長時間の時

間外勤務が目立っており、部活動の対応が主な要因として考えられます。

人口 48,559人 部活動数 50部活

公立中学校数 6校 市区町村の協議会・検討会議
等の設置状況

能代市部活動地域移行推進
協議会（令和６年２月）

公立中学校生徒数 1,014人 市区町村の推進計画・ガイドラ
イン等の策定状況

能代市部活動地域移行推進
計画（令和５年１２月）

本市の中学校生徒数は、平成２５年度の1,412人から令和5年度は1,014人と

なり（減少率28％）、急激な少子化が進んでおります。さらに、令和11年度の生

徒数は757人と推測されており、今後も高い減少率で推移していくものと考えら

れます。少子化は部活動の加入数にも影響しており、令和5年度の1・2年生を

見ると、全生徒数の88.9％の生徒が部活動に参加しているものの、全体数が少

ないことから、団体競技においては学校単位でチームが組めず、合同チームで

大会に参加せざるを得ない競技、学校が増加しています。合同チームは中体連

の救済措置ですが、毎年組む学校が変わるなど、課題となっています。文化部

活動では吹奏楽の部員も減少が顕著であり、小編成の活動が主となることや、

指導体制等が課題となっています。また、近年では学校外のスポーツクラブ・

能代市における中学校生徒数の推移（R6以降は見込み）
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 能代市教育委員会（生涯学習・スポーツ振興課）

・各関係団体への連絡調整、統括、推進本部

・各種会議の開催

市内各中学校市スポーツ協会

教育委員会

（学校教育課、生涯学習・スポーツ振興課） 統括コーディネーター

地域部活動

指導・助言

連携

連携 指導・助言

外部指導者

連携
報酬

指導関係団体

競技団体

スポーツ少年団

協力要請

支援

連携

⚫ 能代市教育委員会（学校教育課）

・各学校との連絡調整

⚫ 能代市

・財政支援

令和５年１月 教職員・生徒・保護者へのアンケート調査 

令和５年４月 統括コーディネーターの招聘

       教職員への説明会、関係団体との連携

令和５年５月 中学校部活動の実態把握・意向調査

令和５年6月 種目別WSの開催 

令和５年12月 能代市部活動地域移行推進計画 策定

令和６年１月 ソフトボール保護者説明会 

令和６年２月 能代市部活動地域移行推進協議会 開催

令和６年４月 地域移行に必要な組織を設置

教職員説明会の様子
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

部活動担当教職員へアンケートを実施し、中学校部活動の実情を把握した上で、統括コーディネーターからの指導・助言を

いただき、関係団体等との連絡調整を図り、運営団体及び実施団体の体制整備を進めた。    取組事項

統括コーディネーターからの指導のもと、関係団体との協議により、地域移行したクラブチームを管理できる体制構築を推進

した。

【構築した体制】

・認定クラブ制度の創設により、地域移行して認定したクラブの管理を実施する。（認定ルール）

・指導者の登録制度を創設することにより、活動の管理や研修会の実施により、質の維持を図る。

・学校との連絡体制の構築による、移行後も安心して活動できる環境整備をする。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

令和６年度から、体制の運用を開始するが、他競技が地域移行することによる体制の見直しが必要と考えられる。今後の
課題と
対応方針

・地域クラブや指導者の管理体制については、他自治体の事例を参考にしながら、体制の構築に努めることができた。

・他自治体の事例を参考に、能代市独自にアレンジして、ルール等の作成を早期に進めることができた。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

市、市スポーツ協会、学校が連携して、指導者リストの整備を進める。

（関係団体、スポーツクラブ、スポーツ少年団、教職員、教職員OB 等）
取組事項

指導者の確保のため、部活動担当者にアンケートを実施し、地域移行後も部活動に携わることを希望しているかどうか

調査を実施

その後、競技団体へ聞き取り調査を実施し、各競技毎での状況調査を実施した。

【教職員へのアンケート結果】

地域移行後もクラブチームに携わりたい教職員 ５２人中 １８人

（上記回答には、指導以外で関わりたい回答も含む）

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

指導者の確保については、地域移行した競技毎で募集することとした。

他制度において、指導者登録したにもかかわらず活躍する場がない状況となり、登録した指導者のモチベーションが下が

ることを防ぐ。

指導者研修会には、指導者だけでなく、クラブの代表者や保護者も参加できるようにし、指導での留意点を指導者と保

護者で共有することができ、クラブ運営が円滑となる。

特に
工夫した
事項

今後は、指導者の研修会の具体的な内容について、有識者に意見を求めながら進めていくこととしているが、独自に実施で

きる体制構築が必要と考える。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

関係団体との連絡調整をし、連携強化を図った。

・種目別WSの開催（ソフトボール）

・各種説明会の開催（学校・保護者）

・統括コーディネーターと市スポーツ協会との情報共有

取組事項

今後の方針を作成する前に、各学校との協議を実施し、実情に合った地域移行の推進計画を作成した。

・休日と平日の隔たりのない地域移行を目指す。→指導の格差をなくすため

・学校や地域の実情に応じて令和8年度を目途に地域移行を行うことを目指す

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

地域移行推進計画を作成したものの、地域移行する多くの部活動については、今後どのようになるのか予想できない状況に

ある。

どのような状況となっても、地域移行する部活動を支援するために、関係団体等との連携を十分に図れるように、準備を進

める必要がる。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：エ：面的・広域的な取り組み

合同部活動やスポーツ少年団の状況調査を進め、複数校の生徒からなる地域スポーツクラブ活動への移行について調査し

た。

・部活動担当者へのアンケートを実施し、部活動毎での課題や問題点を整理

・比較的地域移行をしやすい、ソフトボール競技を市のモデルケースとして、地域移行を推進することとした

取組事項

アンケートによると、約半数の担当者が競技経験のない部活動の担当者となっており、充分な指導ができないことにより、生

徒にも教職員にも悪影響となっていると感じている。このことから、部員数の状況以上に地域移行が必要な状況となっている

ものと考えられる。

【アンケート結果】 現在の部活動の状況を生徒たちはどのように捉えていますか。また不満等はないでしょうか。

●不満はない １２（２３％） ●不満がある ３２（６２％） ●わからない ８ （１５％）

不満がある理由： 専門指導者の不在 ２１、 部員不足 ７

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

特に
工夫した
事項

今後、新たな中学校の部活動の生徒も参加する見込みとなっており、すべての学校との連携が必要となることが予想される

ことから、各学校との連携を図り、他競技の地域移行に備える。

今後の
課題と
対応方針

ソフトボールクラブについては、当初能代市内の中学校からなる合同部活動となっていたが、秋以降、他自治体の中学校の

生徒も参加することとなり、急遽教育委員会間で調整を図り、来年度からは他自治体の中学校に通う生徒を含めて、地域

移行をすることとなった。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：オ：内容の充実

現在、中学校にはスキーなどの部活動がないため、競技団体との協議し、地域スポーツクラブ活動の取組について検討する。

（複数種目の実施）

・生徒保護者へのアンケートを実施

取組事項

競技団体の状況から、事前に準備することは難しい状況であり、スキーなどの特定の種目においては、生

徒から希望がある場合に、都度対応となる。アンケート結果では、単一種目での活動より、複数種目での

活動を望む意見が一定数あった。

【アンケート結果】

Q土日の活動が地域の指導者になった場合、どんな活動に参加したいか（複数回答）

特定のスポーツ・文化芸術活動を継続して行う活動 42、

様々なスポーツや文化芸術活動の体験教室のような活動 21

シーズン制のような複数の種目を経験できる活動 20、様々な年代や世代と交流できる活動 10、その他 12

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後、部活動の地域移行を進めながら、新たに複数種目を実施できるクラブの設置にむけ、運営団体等と

協議を進める。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

部活動に係る費用の状況を調査し、地域スポーツクラブ活動に要する受益者負担の在り方について検討を行う。

・保護者会及び学校への調査

・年間スケジュールの作成による、突発的にかかる費用の算出
取組事項

今回、地域移行を進めたソフトボール競技において、必要な費用を算出し、生徒１カ月あたり３～４千円の負担が必要と

いう結果となった。しかし、大会での結果次第では、さらなる負担が発生するものと考えられる。

【部活動にかかる費用】

大会参加や練習試合に係る費用（参加料、審判謝礼、交通費 等）、

活動に係る費用（用具代、会場使用料 等）、その他（事務費等）

上記に係る費用を負担するために、保護者会として毎月集金している。（３～４千円程度）

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

地域移行する競技毎での費用は異なり、地域移行を進めるうえで、保護者負担を明らかにしていく。今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

地域スポーツクラブ活動で学校施設を使用する際のルール等について検討する。

・統括コーディネーターや市スポーツ協会と協議

・市体育施設の利用状況の調査
取組事項

市内の体育施設には限りがあるため、基本的には学校施設を利用することとし、活動時間の変更により学校施設が利

用できない場合は、運営団体等が他施設の利用について支援していくこととした。

【市の体育施設の現状】

・平日の夜間は、体育施設が不足しており、小中学校の体育館を解放し対応している。

・現状、体育施設を利用したいという団体は多く、希望どおりに利用できている状況ではない。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後、他競技においても地域移行が進むものと考えられるため、今後の学校施設や体育施設の利用については調整が必

要。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

参考資料（アンケート結果、広報物、協議会等で使用した資料の抜粋等）

図、グラフ、文章での説明等

【生徒・保護者へのアンケート】 【教職員向けのアンケート】

図、グラフ、文章での説明等



２．実証内容と成果
参考資料（活動写真）

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【ソフトボール競技のワークショップの様子】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

【ソフトボール競技のワークショップの様子】

【実証事業の様子】 【実証事業の様子】

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること

写真
※何の様子かわかるようにキャプションを挿入すること
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

アンケートの実

施
学校説明会

ワークショップの

開催

実証事業

保護者説明会
推進計画策定

部活動推進協

議会設置

中学校部活動の地域移行

説明会

能代市で地域移行を進めるに

あたり、まずは学校の先生方へ

地域移行のイメージをもっていた

だくために、他地域の中学校部

活動の地域移行の事例を紹介

し、意見をいただいた。

日時 令和５年４月２６日

場所 市役所 会議室9･10

参加者 １０名（６校）

教職員の質問内容

・兼職兼業について

・指導者報酬について

・教職員の関わりについて

令和５年５月 令和５年６月～ 令和５年１２月 令和６年２月

ワークショップ（ソフトボール）

部活動の現状の調査結果から、

ソフトボールの合同部活動の地

域移行を目指すこととなり、関係

者の意識の共有を図るために、

関係者を集めたワークショップを開

催し、能代市で１つのチームとし

て地域移行することとした。

日時 6/27、7/31、9/11

場所 市役所 会議室9・10 他

参加者 25～30名

教職員、保護者、指導者、

スポーツ少年団保護者、

市ソフトボール協会、

市スポーツ協会

実施方法

3～４グループに分かれて、ワー

クショップを開催。

ソフトボールクラブの実証事業

地域移行に向けて準備を進めて

いく上で、クラブとして活動してみる

ことにより、地域移行前に課題等

を抽出することができる。

日時 10/22、2/24

場所 能代市ソフトボール場

能代市土床体育館

参加者 １６名、１８名

参加者には、小学6年生も含む

実施においては、特段課題等は

判明しなかったが、実施においては

保護者や指導者の連携が図られ

ており、地域移行後もスムーズに

活動できるものと感じた。

中学校部活動の地域移行

説明会

学校との地域移行の連携を図る

ために、能代市のこれまでの取組

から、今後の地域移行の推進につ

いて説明した。

日時 令和５年１２月２２日

場所 市役所 会議室9･10

参加者 １９名（６校）

※対象は小中学校の教職員

教職員の質問内容

・学校での必要な対応について

・生徒への周知について

・今後の部活動の地域移行の進

め方について

・文化部活動について
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３．今後の方向性

地域連携・地域移行の推進に向けた今後のロードマップ

部活動地域移行への取組イメージ

Ｒ５ Ｒ７ Ｒ８Ｒ６

検討期 導入期 過渡期 成熟期

狙い：①少子化による部活動体制の維持・変革 ②児童生徒のスポーツ機会の確保（部活動・体験） ③教職員の負担軽減

運営体制整備・組織化の検討
※部活動移行体制整備事業

部活移行開始
※指導員の派遣事業

生徒の受皿団体等の構築
※スポーツクラブ・スポ少等

部活動の維持・継続検討
※各校の意向調査
※生徒・保護者の調査

部活地域移行に対する意識醸成
移行体制整備
Ｒ６.３までに移行体制準備期間

支援が必要な部活から移行開始
※モデルケースの試行

順次、地域移行開始 → 完全移行を目指して！

部活動（継続） 部活動（指導員派遣開始）

地域移行（クラブチーム・スポ少等）

事業の検証・課題の抽出・修正変更

クラブチームの創設・運営

部活動の意向調査（継続）

基本的な考え方：能代独自モデルを作り上げる！簡単ではない。トライ＆エラー精神で！

部活動の地域移行強化（継続）

完全移行

市内中学校スポーツのクラブ化

指導員の確保運営体制の決定

学校・生徒・保護者の理解
課

題
スポ少児童・保護者の理解

指導員の質の確保・維持

練習拠点の確保 参加料（会費）等の負担

現状の把握と制度の周知

部活動地域移行（試行と検証）

生徒の送迎 練習場所の確保・管理

①国が示す土日移行は考えない（課題が多い） ②部活担当教諭と指導員の情報共有は必須（平日指導もあり得る） ③少人数でチームが組めないような部活動から支援
④運営主体は民間団体を想定 ⑤モデルケースを作り支援 ⑥教委で財政支援 等

中体連の規制緩和

指導員の資格化

受入れ団体の確保・調整

部活動と地域クラブ活動の充実化・
常態化・混在化

自由で多様なスポーツの体験活動
※スポーツクラブ

地域を超えたチームづくり

移動手段の検討・確保

エリアの撤廃

生徒の偏りへの懸念
※勝利至上主義への牽制

運営体制の強化（継続）

部活動と地域クラブの混在

エリアを超えた新しい枠組みづ
くり

多様なスポーツへの参加と
地域スポーツとの融合

総合スポーツクラブ
の熟成・発展

能代市のスポーツの中核を担う組織としての発展

モデルとなるチーム・競技
を実地検証

管理・監督する協議体の設置（行政・学校・ＰＴＡ・競技団体・運営主体 等）による検証

財政支援
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